
   

【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 D-14-1 

事業名  鏡石町造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

事業費 総額 151,712千円（国費：113,784千円） 

（内訳:設計監理 24,077千円、移転補償費 207千円、工事費 127,428千円） 

事業期間 平成２４年度～平成２５年度 

事業目的・事業地区 

 目的：東日本大震災で被災を受けた造成宅地の滑動崩落の抑止を図る。 

 地区名：鏡石町岡ノ内地区 

 対象面積：16,200m2 

 造成宅地防災区域の指定：平成２５年５月指定 平成２６年５月解除 

事業結果 

 東日本大震災により地盤面のクラックや積ブロックの押し出しが見られた、盛土の造成

宅地である鏡石町岡ノ内地区について、滑動崩落の被害の恐れがある公共施設と住宅地を

保全するため、地滑り対策工事を行った。 

工法：抑止杭工 φ３１８．５ｍｍ Ｌ＝１７．５ｍ、Ｎ＝８２本 

事業の実績に関する評価 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

 本事業により岡ノ内地区の地滑り対策工事を実施したことで、住民が安心して生活を送

ることができ、被災した住宅を再建することができた。 

（造成宅地防災区域建物数：２３軒） 

本地区は東北道に近接しており、地滑り対策を行うことで、滑動崩落が抑止され、高速

道路等の緊急輸送路に影響を及ぼさずに済んだ。 

  

 

② コストに関する調査・分析・評価 

滑動土塊を排土して新たに盛り直す手法は家屋の撤去が必要となる。多額の移転費用と

期間を要する。このため、用地条件を考慮し、道路用地内で工事が出来る抑止杭工により

滑動土塊の安定を図ることで、多額の移転費用の発生を抑制できた。 

 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

抑止杭による方法が工法、費用、期間共に最適であったため、早期に造成宅地防災区域

を解除することができた。 

法面の積ブロック復旧は、公共土木災（道路）により先行して復旧していたため、早期

の造成宅地防災区域の解除となった。 

 

事業担当部局 

都市建設課 電話番号：０２４８－６２－２１１６ 
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